
労働法制緩和によって
非正規労働者が増大
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派遣の対象業務を
16から26へ

◇厚生労働省「労働経済白書」(2007年版)より
◇1984年～2001年の数値は総務省統計局「労働力調査特別調査」(2月調査)
◇2002年～2006年の数値は「労働力調査(詳細結果)」(1～3月平均)
◇2007年の数値は「労働力調査(詳細結果)」1～3月期
◇2002年に「パート・アルバイト」が減少し、「派遣社員、契約社員・嘱託、その他」が増加している理由として、「労働力
調査特別調査」と「労働力調査（詳細結果）」の調査表が異なっている
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派遣社員

製造業への
派遣解禁
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派遣の原則自由化
建設、警備、港湾、製造業を除く

13+3業務に
労働者派遣を解禁
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